
1

10/4/30 21時34分

1. 民法その他の知識 2. 会社法等に関する知識

3)株式会社 5)組織再編

3)債権
・契約

【【５５】】経営法務経営法務

1, 2) 総則

6)商行為

5)相続

4)物権

1) 事業の開始 2)会社法基礎知識

4)持分会社 6)その他会社法に
関する知識

★契約→債権債務の発生

無
無

無
無

無

有償
無償

双務
片務

3･3･7

雇用
請負
委任
寄託

消費貸借
使用貸借
賃貸借

贈与
売買
交換

他
要

役
務

貸
借

売
買

典型13契約

要
要

要物
諾成

物権不要式単独
合同

法律行為

要式
形式

債権契約
態様 効果

→効力発生(権利義務発生)意思表示

★契約の効力発生まで

顕名主義
無権代理
表見代理

効果帰属要件
代理

→効果帰属しない
停止/解除条件

確定/不確定期限
客観4・主観5

有効要件

→無効・取消

効力発生要件
条件・期限

→効力発生に制限

⇔不法行為
不当利得

契約
⇔物権・相続債権

⇔特別法
商法・会社法

一般法
民法

法の体系
⇔公法私法

過失責任
契約自由

所有権絶対
私法の三大原則

瑕疵ある意思表示

意思の欠缺

詐欺
脅迫

心裡留保
虚偽表示

錯誤

意思表示

善意第三者は保護
取消しOK

冗談と知ってれば無効
善意第三者は保護

重過失なければ無効

権利と能力

意思能力
行為能力
意思表示

私権の制限

私権
→請求権・抗弁権

連帯保証

附従性
随伴性
補充性

→催告/検索

の抗弁性
債権者⇔
保証人

弁済
代物弁済

供託
相殺
更改
免除
混同

債務の履行
保証契約債務消滅

強制履行
危険負担

債権者代位権
詐害行為取消権

★債務の不履行
遅滞･不能・不完全

正当な理由なしに
債務者に帰す理由で

債務を履行しない

×
○
×
○

過失

10年
3年

1年(6月)
10年
時効

×
×
○
○

契約

不当利得
不法行為

瑕疵担保責任
債務不履行

損害賠償請求
契約解除

1年大会社は必須○○△○△○△会計監査人

★株式会社の種類と機関

△※どちらかを設置

大・公開のみ必須

大とTS会会社は必須、

TS会とセット

公開会社は必須

全ての会社に設置

全ての会社に設置

資5億、負債200億円 選任・解雇など大大大×不要

TS6人以上、1人社外×△△××特別取締役

×※△代表取締役

3人以上○
○○

×不設置取締役会

2年、普通決議○取締役

○株主総会

3人以上、半数以上社外×○△△△監査役会

4年、解任は特決×○○△※○△監査役

○設置○設置×不設置△任意

委員
会設
置

公開会社譲渡制限会社○必須

○×執行役・代執

指名・監査・報酬○×委員会

2年△△△△※△会計参与

事業の開始

商号

各種届出
労働保険
社会保険

個人・法人
出資者責任

直接責任
間接責任

無限責任
有限責任

減資
｢金｣のない現物配当

(定)単元数の増

株式併合

特定株主からの取得

(定)発行可能株式数

全部取得条項付

(定)発行可能株式総数

有利発行

特別決議

計算
単元株

併合・分割・
割当

自己株式

種類株式
社債

株式
新株予約権

まとめ③株式～計算 特別⇔普通決議

欠損てん補の場合
会社再建
準備金の減少
剰余金の配当

(定)単元数の減・廃止

株式分割
無償割当

⇔取得条項付

社債の発行

(公)募集株式の発行
(制) 〃 →Ts会・Ts

普通決議・取決

計算

計算書類等
監査役監査→TS会承認

→総会承認→公告

配当
配当手続
現物配当
配当制限

分配可能額

資本金・準備金
払い込みの1/2は資本金
減資★特→債権者保護

準備金→積立・減少

社債
社債管理者

×1口1億円以上
×50口未満

新株予約権
単元株

併合・分割・無償割当
併合★特

分割・無償割当→普決

自己株式
議決権・配当なし
取得→普通決議

特定者から取得→特決

株式

種類株式
配当・分配→優先・劣後

議決権制限
→(公)は1/2まで

譲渡制限
etc. etc.

募集株式の発行★特
(公)の4倍内は普通決議

定足数
必要得票数
決議事項

普通決議
特別決議
特殊決議

会計参与設置会社
会計監査人設置会社
監査役会設置会社
監査役設置会社

包括承継
相続・合併、遺留分

相続

類型
供託・競売権
確定期売買

買主の検査・通知義務

商行為

法定(留置・先取)
約定(質・抵当)

占有者に一定の権利

担保物件
用益物権

物を全面的に支配

占有権

制限物権
所有権

物権の種類
物権法定主義
直接的・排他的
物権vs.物権
物権vs.債権

物権(⇔債権)

まとめ① 企業成長と設置する機関

取締役会必須
→監査役必須

公開会社へ

代取必須
監査役必須

取締役会
設置

会計監査人必須
→監査役必須

大会社へ

監査役会必須

公開会社
かつ大会社

譲渡制限会社は
会計参与でも可

5年10年株主総会議事録

3年5年計算書類等

まとめ② 保存&縦覧

10年

本店

取締役会議事録 -

支店

契約→2人1人で可
法人格×法人格○

有限責任事
業組合LLP

合同会社
LLC

有限

持分会社と社員の責任

合資会社

合名会社

無限＋有限
無限

匿名組合

民法組合

附属明細表
事業報告

BS・PL・CN
個別注記表

株主代表訴訟 60日

役員等の責任

悪意・重過失
→計画倒産・放漫経営

★特ort定款

→最低責任分を負担
代表6年・内部4・外部2

損害賠償
直接本人のみ無過失責任

連帯責任
総株主同意→全額免除

×○A成立日新設
煩雑な手続不要
対価は株式でOK

○○NA契約日○
承継法

○
影響有

○○○
吸収会社

分割

HDカンパニー××成立日移転
100%子会社化○○NA契約日×

影響無
×

影響無
○○○

交換株式
交換

××成立日新設
論点少ない

○○NA契約日○
承継

○
影響有

○○○
吸収

合併

売買契約の一種
競業禁止義務

○○NA契約日
個別
同意

×移転
しない

○○×事業譲渡

売買契約の一種
競業禁止義務

略式
9/10

簡易
1/5

効力
発生

労働契
約承継

債権者
保護

買取
請求権

特別
決議

書類
備置

★組織再編と手続き

吸収側
分割側

移転
交換

持分会社絡みの再編

○
×

×
×

合名
合資

○
○

×
○

合同

会社
分割

株式
交換

合同会社
株式会社並みだが
株式移転のみNG

合名・合資会社
制約多いが

吸収側にはなれる

事業譲渡 会社分割

合併 株式移転・交換

株式⇔持分会社
の組織変更手続
①組織変更計画
②総株主の承認

③債権者保護手続
投資事業有限責任組合→無+有

中小企業等協同組合→法人格○
有限責任

↑登記必要

組織変更
種類変更
法人成り

1

2

3

4

5

7

7

8

5

5

9 ９

10

無限責任社員
→労務・信用

出資OK

資本金5億円or
負債200億円

法人格
付与

チェック

機関

社員
財産
確定

根本
規則

設立登記

変態設立事項
→検査役の調査

少額
市場価格以下
第三者の証明

取締役選任
創立総会

★設立

引受け・募集
払込金保管証明(発のみ)

定款
必須記載5点

公証人の認証

発起設立・募集設立
6

原則-債務者
特定物-債権者

1年

10年
民法

6月瑕疵担保
責任

5年債権消滅
時効

商行為

≧1

設立
法人

5日以内≧5社会保険

従1人以上
開業
個人

10日以内労働保険
1～2ヶ月税務署

△一部

公開会社○なし
制限会社
×全部

×あり
譲渡制限

目的
商号

本店所在地
出資財産価額

発起人氏名住所

必須記載事項
現物出資価額
財産引受価額
発起人報酬
設立費用

変態設立事項

監査役解任
定款変更

例外注意

取締役株主限定
役員任期10年まで
株主平等原則例外

債権者保護手続
官報広告+

日刊新聞＋電子広告
→1ヶ月待つ

欠損填補
非cash out

→総会決議不要

発行可能株式総数
(公)4倍ルール

初回定款記載
→登記時記載に変更

4

5
1

1

3

1

17

17

17

2

2

全

一

全

一

全

全

株主間の
公平性確保

重要なら特決
日常業務は役決

残りが普決

A1/5A1/5
××非重要一部
×○○重要一部

●○○○全部

R→QP
BA

●○●○

R→QP
B←A

●

→QP

A’←A

C

○○

BA

●○○○

BA

株
主

←
→

株
主

●○○○

BA

株
主

C株
主

○○

BA

1 1

2

3 3

4

18

19

21

22

23

20

24

現在事項
全部証明書

予約完結権

対価柔軟化
×新設系
株式他

三角合併

×
○
○

連保

○
○
○

保証

補充性
随伴性
附従性

×分別の利益

1

1

1

2

3

3

4

5

18

19

19論外

19

17
まず債権を

確実に

120％出る
しっかり

図式化して
因果を確認

重い⇔普通
の方向性

直

悪意→利息付
善意→現存範囲

種類
機関設計

もし本出発？

レジュメ
ヨコ対比

株式移転計画
必須記載
成立日
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3. 資本市場に関する知識

4. 倒産等に関する知識

5. 知的財産権等に関する知識

6. その他経営法務に関する知識

商品・役務8類型
○類似商標

意匠に関わる物品
○類似意匠
(形態・物品)

考案に関わる物品
・構成・組合せ(狭)

物(広)
方法

物を生産する方法

効力

-
拒絶○×

手数料≦30日
商標公報発行

異議申立(2月内)

-
拒絶○×

手数料≦30日
意匠公報発行

-
無審査・補正○×

手数料同時
実新登録公報発行

○3年以内
拒絶○×

手数料≦30日
特許公報発行

審査請求
実体審査
査定・登録

○一商品一出願
○

○同時

○図面添付
○
-

○図面添付
○
-

○図面不要
○

○1年6月

出願
方式審査
出願公開

制限：
自分の名前等5つ

制限：①試験研究 ②一時通過 ③昔から保有
質権

専用通常使用権
＋禁止権

専用/通常実施権権利

先使用権(無償)・中用権(有償)・用尽論(売って利益得ればそこまで)論争

-共同・職務 ×発明・考案・意匠共同・職務

産業財産権

譲渡目的保持も侵害、相互抵触→先願優先その他
正確な調査回答→対抗措置→先使用権主張/用尽主張警告されたら
(警告→)差止→損害賠償(3年)・不当利得返還(10年)・信用回復、刑事告訴侵害されたら

特許権にほぼ準じる(秘)書面警告必要過失の類推規定無過失の類推規定有
類似商標に及ぶ類似意匠に及ぶ本質が同じ↑

直接侵害(＋均等論)・間接侵害・擬制侵害侵害
侵害の考え方・対応策

防護商標登録制度
団体商標登録制度

地域団体商標
小売等役務商標

部分意匠
組物・関連
・秘密(3年)

画面デザイン

実用新案技術評価書
自分で請求

⇔他人が請求

仮専用実施権
仮通常実施権
→○ライセンス

×質権、等

④医師・歯科医師

協議
くじで必ず決める

協議
不成立→×

全員×協議
不成立→×

同一日
複数出願

商標無効審判
登録・10年・更新有

意匠登録無効審判
登録・20年

実新登録無効審判
出願・10年

特許無効審判
出願・20年(延5)

成立後
存続期間

自社商品役務識別力

新規・創作性不要
登録主義
先願主義

工業利用
新規
創作
先願

準公知・拡大先願
不登録事由

産業利用
新規
進歩
先願

準公知・拡大先願
反社会的でない

産業利用
新規
進歩
先願

準公知・拡大先願
反社会的でない

要件

文字・図形・記号の
結合、色彩
文月決済

形状・模様・
色彩とその結合

京葉採血

技術的創作
形状・構造・組合せ

ケイコ組

高度な技術的創作定義

商標使用者の信用
維持

意匠の保護・利用
美感

考案の保護・利用
実用性

発明の保護・利用目的
③商標権意匠権実用新案権①特許権

定めなし→使用者に帰属職務

無方式主義・登録すれば対抗要件手続

死後50年存続期間

思想又は感情を創作的に表現したもの定義

著作権者権利保護→文化発展に寄与目的

財産権人格権権利

調査回答→対抗措置
※先使用権なし(たまたま2つ)
※譲渡権のみ用尽

警告されたら

損害賠償・差止・不当利得返還
・名誉回復措置

侵害されたら

私的使用、pgmバックアップ・修正はOK制限

産業財産権以外
②著作権

財産権
許諾権

報酬請求権

実演家人格権
(実のみ)

氏名表示権
同一性保持権

著作隣接権

著作財産権
複製権

頒布権(映画)
譲渡・貸与(〃以外)

二次的・創作権
二次的・利用権

著作者人格権
公表権

氏名表示件
同一性保持権

著作者の
権利

○×譲渡・相続

経済的利益の保護
勝手に○○されない

人格的利益の保護
(↑一身専属的)

移転・ライセンス(出版権)・質権活用

実演家
レコード製作者

放送事業者
有線放送事業者

二次的著作物
編集著作物
データベース
共同著作物

民事上/刑事上の手段

不正競争行為に対する救済(民事)・刑罰(刑事)
→公正競争確保・消費者保護

⑤デジタルコンテンツ ⑥ドメイン名 ⑦誤認惹起 ⑧信
用毀損 ⑨代理人等の商標冒用

秘密管理性・有用性
・非公知性

④営業秘密に関わる不正

3年まで保護、譲渡が×③商品形態模倣

不正競争防止法

著名
フリーライド・ダイリューショ
ン・ポリューション

②著名表示冒用
周知・混同のおそれ①周知表示混同惹起

秘密管理性
有用性

非公知性

基本法
契約法

割賦・特定

消費者利益の保護
×消費者保護法制

過大景品の規制
共同 30万円

一般 5千円×20倍
総付 1千円×0.2倍

不当表示の規制
優良誤認・有利誤認

排除命令(公取)

不当な景品・表示の規制
公正競争と消費者利益

景表法

不当取引制限
(カルテル・談合)

不公正な取引方法16

公正・自由な競争促進
消費者利益と経済発展

独占禁止法

民法の特別法
3要件

製造物・製造業者・拡大損害

3欠陥
設計・製造・指示警告

欠陥被害の消費者保護
欠陥あれば過失証明不要

PL法

当事者自治
(契約自由の原則)

準拠法
最密接地関係地法

International Commercial Terms
国際契約
FOB・CIF

約因

国際取引における
紛争解決手順

国際取引

立証の困難
を救済

文芸
学術
美術
音楽

ソフトウェアの保護
特許法

著作権法
不正競争防止法
ソフトウェア所有権

→ライセンサー

TLO

ライセンス契約
ロイヤリティ
営業秘密

秘密保持契約書(NDA)
商品化権

その他の知識

ランニング
ミニマム

ランプサム
イニシャルペイメ

ント
純利益三分方式

資金調達
知名度・信用度

人材確保
社内管理
M&A能力

株式流通性

○メリット
株式上場

開示義務
(事務負担)

経営権剥奪リスク
社会的責任

△負担増

金融商品取引所
証券取引所新興市場

-
-

10億円
2,000単位
300人以上

○

マザーズ
利益
A・NA

上場時価
流通株式数

株主数
取締役会
監査証明

△
○
△
-

300-500
○
○

JASDAC
○

総資産
○

1,000
300-400

○

ヘラクレス
4億円

NA10億円
20億円
4,000
800
○
○

東証二部
→

500億円
20,000
2,200

→
→

東証一部

5年
3年

5年
3年
5年

3月
3月

3年
45日

※

有価証券報告書
半期
臨時
自己株式買付状況
親会社等状況
四半期
内部統制
<確認書制度>

有価証券届出書
総額≧1億円, 公募
募集 新規 50人以
公募
私募 プロ/少人数

売出 既存 50人以上

目論見書

継続開示発行開示
ディスクロジャー→法定開示書類→内閣総理大臣

金融商品取引法

5%以上
5日以内
1%変動

大量保有報告書
公開買付強制

5%
1/3以上

TOB

法定手続きによらない債務者⇔債権者の話し合い私的整理(清・再)
民事調停特例債務者自ら支払不能恐れ特定調停

強力な手続き
→大型倒産

更正管財人破産の恐れ会社更生

債務者自ら破産の恐れ民事再生再建型

破産一歩手前精算人債権者他債務超過恐れ特別清算

清算の主流破産管財人債務者
(=自己破産)

債権者

支払不能
支払停止
債務超過

破産清算型
手続

倒産法制まとめ
申立権者開始原因 管理処分権

DIPファイナンス
DES
DDS

再生手法 再生計画案
①債権者集会
②裁判所の認可
③債務(一部)弁済

手続

○×重複可否
○×自己実施

△専・対抗要件○効力発生要件質権

△対抗要件
許諾→意思表

示でOK

○効力発生要件設定・登録

特許権者
専用実施権者

特許権者ライセンサー
×○差止・損害賠償

専用実施権 通常実施権専有＝
独占・排他的

願書
明細書

請求範囲
要約書
図面

寄与してる
から保護

商
品
表
示

ぎまん
不当顧客誘引
→特別法

ケース問題の難しさ
①根拠法が横断的
②簡単・難しい問題が混在
→過去問使ってヨコ比較トレ

11 11

12

建物○
改造可能

量産可能
=建物×

13

14

15
16

17 18

19

20

21

22

24

25

23

出所表示
品質保証
宣伝広告

-
過半数
頭数

½超会社更生

½以上
総額

民事再生
成立要件

保護・利用→奨励→産業発展

当事者の
合意が優先

製造物対象外
サービス

ソフトウェア
不動産

未加工農水産物

売主の所在地
不動産はその所在地

新規性喪失の例外
6月以内届出

30日内書類提出

補償金
請求権

16

11

9

8

10

13

14

5

16

12

6

7

15

12

金融機関の
債権者区分

自他商品識別力
夕張メロン
×一般商標

○地域団体商標

6

16 17

7

14

8

10 12

9

13

11

15

6

8
7

7
9

10

11

15

16

12

12

13

○操作に使う ×背景

論点コンボ(強敵)
地域

小売等役務
類似

周知表示混同惹起

直

仮専用・通常実施権は
質権NG

ひゆひこ

マザーズだけ
きっちり

一通り
押さえる

事例で
パターン化

特許を
がっちり

ヨコ
スライド

無審査＋
評価書

イメージ

直

直

りし上流
株取監

適格機関
投資家

マザーズ
・1年以上前から事業継続
・監査意見｢無限定適正｣
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【【６６】】経営情報システム経営情報システム

1. 基礎的知識

1) ハードウェア 2) ソフトウェア 3) データベース

4) ネットワーク 5) インターネット
(プロトコル)

6) セキュリティ(アクセスコントロール＋暗号化) 7) システム構成技術

演算
制御
記憶
入力
出力

5大装置

レジスタ

キャッシュメモリ

主記憶装置

ディスクキャッシュ

補助記憶装置

HDDアクセス時間

＝シーク時間
＋サーチ時間
＋データ転送時間

アプリケーション
オーサリングツール

ミドルウェア
DBMS

CASEツール
EAI・異種Sys連携

OS
Win, Mac, Unix, Linux

体系

記憶管理
→記憶容量の提供制御
主記憶割付・仮想記憶

入出力管理
BIOS・スプーリング

タスク管理(PC目線)
→CPU資源有効活用

マルチタスク
(マルチプログラミング)

ディスパッチング

ジョブ管理(ヒト目線)
→実行制御

OSの機能

△順編成ファイル

システム/ユーザ
マスタ/トランザクション

テキスト/バイナリ
固定長/可変長

項目(フィールド)
レコード
ファイル

ファイル

CSV
PDF

ストリーミング
アーカイブ

静止画像 JPEG
動画像 MPEG

音声 MP3

データ形式

ASCII(7bit)
JISコード(16bit)
Unicode(16bit)

EUC
EBCIDC

1byte=8bit
1KB=1,024byte

文字コード

シェアウェア
フリーウェア

金銭的・著作権・PDS

関係演算
射影・選択・結合

集合演算
和集合・差集合・積集合

階層
ネットワーク

関係(リレーション)

関係DB

SQL文
関係演算子

SELECT_ FROM_ WHERE
GROUP BY
ORDER BY
DISTINCT
HAVING

DDL 定義

DML 操作

DB言語・SQL

機能④セキュリティ
機能③障害復旧

機能②同時実行制御機能
(排他制御機能)
ロック・アンロック

・デッドロック

機能①ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ管理
ACID、Atomicity

特徴
データ共有

独立
冗長性の排除

DBMS

障害の回復

ログ管理
ログ先書き

バックアップ
フル・差分・増分

取得と復旧トレードオフ

管理

ハードウェア障害
ロールフォワード

バックアップ
+更新後ログ

PGM異常終了
ロールバック

現状
-更新前ログ

OLAP
仮説検証型

データマイニング
発見型

DWH
時系列

不変、更新されない
データマート・ODS

分析
DRAM

コンデンサ・電荷
リフレッシュ

DRAM

フリップフロップ回路

メモリインタリーブ
バンク

SRAM

パイプライン制御
マルチプロセッサ
デュアルコアCPU

MIPS
FLOPS

クロック周波数Hz

内部記憶
(揮発性)

CPU

デフラグメンテーション・ガーベジコレ
仮想記憶(スワッピング/スラッシング)

高速化技術など

外部記憶
(不揮発)

HDD,
ROM

BIOS(ROM)
ファームウェア

パラレル
SCSI

セントロニクス
IDE

(パラレルATA)

シリアル
USB

RS-232C
IEEE1394

シリアルATA

無線通信
IrDA

Bluetooth

インタフェース

光ファイバより対線

10M, 100M, 1G
CSMA/CD
バス・スター

★イーサネット

通信速度
制御方式
トポロジ

100Mbps4M, 16Mbps
トークンパッシングトークンパッシング

リングリング

FDDIトークンリング
LAN・通信方式

アドホックモード
インフラストラクチャ 〃

ローミング

IEEE802.11 b･g･a
11h・i 

CSMA/CA
空いている隙に送信

無線LAN

ADSL
CATV
ISDN
VPN
FTTH

アナログ⇔デジタル
回線接続⇔パケット接続

スプリッタ・モデム

DSU, TA

通信サービス

みち
はじ

ドリルアップ/ダウン

スライス・ダイス

ニューラルネットワーク
遺伝的アルゴリズム

ハブ
リピータ

スイッチング

LANカード
MACアドレス

接続機器

IP電話 VoIP
DHCP

ICANN
DNS

プライベートIP
アドレス

グローバル
IPアドレス

IPv4(24億個)
32ビット
10進法

IPv6(∞)
128ビット
16進法

IPアドレス

HTTPプロトコル
Webブラウザ
Webサーバ

WWW

80 HTTP
443 SSL

ホスティングサービス
ソーシャルエンジニアリング

EIM

ユーザーレベル
×アクセスレベル

アクセスコントロール

ワンタイムパスワード
コールバック

RADIUS
シングルサインオン
電子署名(公開鍵)
バイオメトリクス

ID・パスワード＋

持ち物・知識・本人特有

識別・認証

ハッシュ関数

SSL通信
https:// 公開鍵の正しさ

手順：公開鍵→秘密鍵

セッション鍵

公開鍵暗号方式
受信者の暗号鍵＋複合鍵

RSA・アルゴリズム

認証局
(Certificate Authority)

共通鍵暗号方式
送受信者が同一鍵保有

DES・FEAL

暗号化

WEP・WPA

MACアドレスフィルタリ

ング→接続相手を認識

SSID
→アクセスポイント認識

無線LAN

クライアントサーバ
2層アーキの問題点
3層アーキの特徴

いつ・どこで
バッチ処理⇔OLTP

集中処理⇔分散処理
リアルタイム制御(工作機械)

<形態>
処理形態・構成技術

稼働率の計算問題

RASIS

性能評価
MIPS

スループット
レスポンスタイム

ターンアラウンドタイム

<評価>
性能評価・信頼度評価

Reliability      MTBF
Availability    稼働率
Serviceability MTTR 
Integrity
Security

リスク分析
リスクコントロール
リスクファイナンス

バスタブ曲線
ハード故障率×利用期間

フォールトトレランス
フェイルセーフ
フェイルソフト

⇔フォールトアボイダンス
フールプルーフ

故障・障害への姿勢

デュプレックスシステム
デュアルシステム

クラスタリング
コールド⇔ホットスタンバイ

RAID
RAID0 ストライピング
RAID1 ミラーリング

デュプレキシング
RAID2～5

UPS
障害対策

×
×

○紫外線
○電気的

×
○
○
○

マスクROM
PROM

EPROM
EEPROM

書き込みROMの種類 上書･消去

ヒット率計算

ワイヤードロジック
(intel)

マイクロプログラム
(メインフレーム)

ECCメモリ

早い
キャッシュ

不要

遅い
主記憶
必要

アクセス速度
用途

リフレッシュ

DRAMRAMの種類 SRAM

SAML→PW保持
(Security Assertion)

1
3

2

4

5 7

6

8

9

10

11

12

13

14 15

16

20

21 22

頻出
易・用語入替

得点源

頻出
易

出題形式様々

頻出
正規化・SQL

→解パタ

索引○×

近年連続出題
易

インターネットコンボ

公開鍵方式により
①作成者本人
②改ざんなし

プロトコル頻出
名称・特徴を関連

づけて暗記

高信頼性sys
の指針

基礎的出題と
その周辺論点

易

主に用語レベル
＋新出論点

2.4GHz
家電干渉

ページアウト
FIFO
LRU

DRAM高速化
SDRAM

クロック同期
DDRSDRAM

より緻密に同期

Open
Source

ジョブたす
イリキ

MTBF+MTTR
MTBF

あぷせとねでぶりぶるげ

1980年
2月

認証暗号化プロトコルTCP/IPOSI基本参照モデル

NWI ネットワーク

インタフェース

インターネット
通信経路選定

トランスポート
転送・やりとり

アプリケーション

通信経路確保
電気的に伝送

アドレス確認

届ける・受領印

サービス提供
データ変換

通信pgm同士

データリンク層
物理層

ネットワーク層

トランスポート層

アプリケーション層
プレゼンテーション総
セッション層

ブリッジ
リピーター

ルーター

ゲートウェイ

IPsec○IP
IPアドレス

ICMP補完→
ping

UDP○TOP
ポート番号

over SSLコネクションレスコネクション

SNMP

DNS
DHCP

Telnet

SMTP
IMAP
POP3
MIME

HTTP
FTP

SSH

SMTP-AUTH
POP before SMTP
POP before IMAP

SMTPS
IMAPS
POP3S
S/MIME

HTTPS
FTPS

SETカード決済

17 18

ハブ(カスケード)接続
デイジーチェーン接続

優先度
ラウンドロビン

計算で求める
項目は削除

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

13

14

15

7

7

1

2

3

5

5

7

8 20

9

10

11

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

直

直

直

DMZURL制限

見せない
ルーティング

経路設定

キャッシュ
高速化

アクセスログ
記録

プロキシ

NAT・IPマスカレード
IP不正使用防止

パケットフィルタリング
ACL・やり取り制限

ルータ
NW型・ホスト型

監視
ペネトレーション

テスト

IDS
ファイアウォール(Web上の対策)

19

IPｖ6標準

12

17
19

正規化
非正規形
第1正規形
第2正規形
第3正規形

正規化の問題点

DB構築の3手順
選ぶ・作る・見せる

DB構築・正規化

SSL

必ず出る
+未出題論点

同じ論点が繰り返し問われ、かつ正答率が高い。
過去問使って知識増やせば即正答可能。
＋αの予想・未出題Cランク論点カバーで

点数上積み狙い。知らない用語は選ばない。

名称・特徴
接続数

用語レベル
+やや難化

用語レベル
入替り

正規化上級
→表の数

SQL文
お約束

用語と
手順

必ず出る
+未出題論点

空欄補充
→ABランク

直接出題は
減少傾向

ルータ・プロキシ
3論点+追加論点

この辺
再チェック！
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【【６６】】経営情報システム経営情報システム

4. ガイドラインおよび法律

5. 統計解析

2. ソフトウェアの開発 3. 経営情報管理

1) 開発方法論 2) Webアプリケーション

3) パッケージソフト

4) 開発管理(プロジェクト管理)

5) プログラム言語

コンポーネント図
配置図

◎ユースケース図
◎シーケンス図
コミュニケーション図
アクティビティ図
ステート・マシーン図
タイミング図
インタラクション～図

○クラス図
○オブジェクト図
コンポジット～図

物理的な配置関係

システムの振舞い
メッセージの時系列
メッセージ送受信関係
設計対象の業務手順
オブジェクト状態遷移
動作を時間で
相互作用の流れ

クラス間の関係
オブジェクト間の関係
クラス等の内部構造

DFD
定型的

発生源・行き先
無形概念含む

上流CASEツール

POA Project

データ重視

ウォーターフォール
後戻りしない

各工程後にレビュー
予算見積リスク漸減

クリーンルームモデル

UML
OOAの統一表記

OMG
構造図

振舞い図
実装図

E-Rモデル
定型/非定型的

Entity
Relationship

属性(アトリビュート)

モ
デ
リ
ン
グ

技
法

OOA Object
カプセル化

データ・手続き一体化
クラス・インヘリタンス

ポリモルフィズム
属性・機能を引き継ぐ

DOA Data

手続き志向開
発

ア
プ
ロ
ー
チ

プロトタイプ
ユーザーに見せる開

発

モ
デ
ル

スパイラル
中核サブシステム

→周辺
RAD←CASEツール

タイムボックス

アジャイル開発プロセス
4つの価値

XP
フィードバック

ペアプログラミング
コーディング標準

フィジビリティスタディ
明確な目標設定

プロジェクト

分割基準
強度を強く

結合度を弱く

分割・データの構造
ジャクソン法
ワーニエ法

分割・データの流れ
STS分割
TR分割

共通機能分割

プログラム設計

①単体テスト
②結合テスト

トップダウン(スタブ)
ボトムアップ(ドライバ)

ビッグバン・一斉

テストケース設計
ホワイトボックス
ブラックボックス
目的→エラー検出

考え方→設計/テスト工程

③システムテスト(総合)
④承認テスト(受入)
⑤運用テスト(導入)

テスト方法

レグレッションテスト
信頼度成長曲線
(コンベルツ曲線)

上流CASE
下流CASE
統合CASE

CASEのメリット

リポジトリ
工程全体一元管理

CASE
予め部品化

コンポーネント
リバースエンジ

リエンジニアリング

移行方針
基本要件
移行方法

一斉
業務別
拠点別

ウォークスルー
インスペクション
ラウンドロビン

システム移行レビュー 再利用

整合性保証
保守・変更の
影響範囲確認

モデレータの
同席有無

基本
計画

ソフト
ウェア
設計

プログラ
ミング

テスト

運用・
保守

④第4世代→③高水準→

言
語

分
類

Perl・PHPBASICインタプリタ型→

FORTRAN
COBOL

C

手続き型
処理順を意識

①機械語
②アセンブラ

低水準言語
PCに依存

HTML
CSS(見映え) 
XML・ebXML

VRML

Java Script
Java互換性なし

<script>
VB Script

C++ 
Java

スクリプト
エンドユーザ向

非手続き型
処理順意識せず

マークアップ
タグを使用

プログラム言語

アルゴリズム
処理手順

フローチャート化

プログラム

JVM
Java アプレット

Javaサーブレット

↑動く場所の違い
Java Beans

統合マネジメント
スコープ
D：タイム
C：コスト
Q：品質

組織・人的資源
コミュニケーション

調達
リスク

プロジェクトマネジ
メント

標準フレームワーク

PMI
ISO10006

PMBOK

ガントチャート
作業項目×日付

WBS
作業分割図
トップダウン
階層構造

プロジェクト計画

ドップダウン見積り
ボトムアップ見積り

ファンクション
ポイント法

持たせる機能で計算

COCOMO
生産性をモデル式化

工数・期間を計算

開発見積り

CMMI
初期レベル
反復レベル
定義レベル
管理レベル

最適化レベル

CMM
能力成熟度モデル

ベンダー評価

計算問題

作業実績を金銭表現
進捗計測

コスト・スケジュール
管理

EVMS

異種システム連携
連結会計

EAI
サイトライセンス

ボリュームライセンス
全体最適

リアルタイム処理
ベストプラクティス

保守の容易性

パッケージ利用
メリット

と留意点

EPPパッケージ自社開発 ライセンス契約

留意点
自社業務をパッケ
ージに合わせる
FIT&GAP分析

メリット
短期導入

開発リスク小
コスト安

サーバーサイド
ASP・JSP

クライアントサイド

SOA(考え方)

WSDL
記述言語

UDDI
アドレス帳

SOAP
XMLドキュメント変換

Webサービス

Cookie

CGI -Perl
アクセスカウンタ

電子掲示板

利用技術

外部機能

外製

コンパイラ

EAC=AC+(BAC-AC)×AC/EV
CPI=EV/AC

初期段階で
見積り可能

ローダリンカコンパイラテキストエディタ

実行プログラム
ロードモジュール

主記憶装置
で実行

目的プログラム
オブジェクト

pgm

原始プログラム
ソースpgm

プログラムの実行

内製

レガシー
マイグレーション

スコープ

EDPS
MIS
DSS
SIS
BI

事務処理効率化
意思決定自動化×
非定型的判断、ユーザ直アクセス
戦略情報システム AAの予約端末

システムの変遷

TCO
内部統制

コントロール
COSO
IT統制
COBIT

5つの基準

リスクアプローチ
企業のIT成熟度, 
ISACA

重要性↑, CIO
経営上の役割

B2B
EDI, Web-EDI

流通XML-EDIサブセット

EC
One to One

One to Many (ASP)

ITアウトソーシング
Tim O’Reilly

ユーザー参加型

Web2.0

SLA導入ガイドライン
目標保障型
努力目標型

SLM
SaaS向けSLA

成果物の品質
ISMS

組織, ISO27001
機密性・完全性・可用性

ITSMS
サービス

ITIL
ベストプラクティス

適合性評価
共通フレームワーク2007

共通の物差し・共通語

用語の統一

目的から
理解しよう！

ソフトウェア管理
ガイドライン

実施すべき3事項
法人が実施

ソフトウェア管理者が実施
ソフトウェアユーザが実施

コピー防止
コンピュータウィルス

対策基準
自己伝染機能

潜伏機能
発病機能

ウィルス対策
JIS Q 15001

個人情報保護

電子帳簿保存法
事実証明のみ

適切なアクセス管理
不正アクセス助長も処罰

不正アクセス禁止法 廃棄物処理法

平均値 アベレージ
中央値 メジアン
最頻値 モード
標準偏差
範囲 レンジ
四分位範囲

基本統計量

因果関係を調べる
単回帰分析
重回帰分析
主成分分析
因子分析
判別分析

クラスター分析
数量化理論

多変量解析

現状把握型
相乗平均(幾何平均)

トリム平均
指数平滑法

統計解析
仮説検証型
→問題を解決
検定・自由度

①対立仮説の設定
②帰無仮説の設定

④危険率設定
⑤判定
⑤立証

ダイエット
効果

人気
ラーメン

変化
間隔・比例
温度・重さ

傾向
名義・順序
男女・順位

Χ2検定

Χ2検定

尺度

3つ以上

1と2

検定
違いを
調べる

分散分析
f検定

t検定

RPG
Smalltalk

23

24

25

26

27

31

28

30

29

32

33

34

35

頻出
基礎的内容・易
出題形式多様

UML頻出
横断的な理解

3アプローチの特徴

連続出題
目的・考え方

インターネット
コンボ

頻出
易・一部やや難
出題形式多様

記号の意味
好ましくないDF

ブレークダウン

ボトムアップ

1行ずつ
遅い

修正は簡単

ATM

ユーザーが
タグ定義

危険率5%未
満棄却

キミ完全か？

16

17

18

19

20

21

22

23
24

25

26
両側検定
等しくない

片側検定
どちらかが大

13

14

6

15

16

22

12

4

23

18

24

25

直

13

14
14

15

16

17

18

19

20

21

23

24

用語レベル
入替り

目的・手順・
ツールをイメージ

用語レベル
入替り

タケシ承認用

た
け

し

用語レベル
入替り

言語プロセッサ
特徴比較

用語しっかり
過去問重視

直

直

Service
Oriented

Architecture

パーツで
切り売り

SOAの為に
Webサービス

HTTP
HTML

SOAP
XML
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【【７７】】中小企業経営中小企業経営

1. 概論 2. 動向

3. 生産性向上 4. 活性化

1) 構造変化と生産性 3)IT活用

2)経済のサービス化 4)グローバル化

1)中小企業事業再生・小規模企業活性化 2)中小企業金融の機能強化

3)連携・ネットワーク

6.56.4

③①②②100人50百万サービス業

1人あたり売上の減①②③①50人50百万小売業

従業者数の減少続く②③④④5人100人1億円卸売業

出荷額は05年から大>中小④④①③20人300人3億円製造業他

廃業
率

開業
率

従業
者数

事業
所数

小規
模

従業者資本金
★中小企業による定義(定量)

市場競争
イノベーション

就業機会
地域発展

期待される役割

★位置づけ・業種構造

66371人あたり

53付加7166販売額

37設投79842700万70従業者数

48出荷9999430万99.7
560万99.1

企業数
事業所数

製造業小売
業

卸売
業

中小企業

格差
地域差・業種差
自営業⇔会社員

雇用
失業率低下→足踏み

小規模事業所→新規求人減

公共事業減
建設業倒産増加+30%

建築着工件数
△37%

海外との競合
業種別 洋服木製タンス

価格↓

資金繰り
業績悪化→弱含み

設投減速→貸出残高↓

原油
9割・6割

消費の伸び悩み
賃金↓

非正規雇用↑

利益率
格差2,1%→4.3%(6年平均3.6%)

業績判断DI

サブプライム
輸出減

株価下落

構造変化中小企業の景気動向日本経済の動向

利益確保できる
事業基盤強化必要

生産性向上
への期待

△全般的に苦しい
○当座比率

○付加価値率
サ>製>建>卸小売

財務状況
○迅速な意思決定

意思疎通

×経営資源の
質・量が不十分

△強み・弱み
企業性基準
立地基準

独立性基準
成長性基準

△類型化
非分離

非公開性
地域性
特徴的
役割大

所有と経営
資金調達
事業活動
存立分野

経営者・従業員

△定性分類
設投は低いが
付加価値高い

中小卸→
低生産性

小売業は
健闘

人口減・少子高齢化
需要側 国内市場↓
供給側 GDP↓

構造変化

＝

中小企業

大企業

労働投入量

付加価値
＝

○△

○○の向上

資ス労投

付加
×

資ス労働
生産性

終身雇用の再評価

業務の機械化
業務委託・外注

外部専門性

製品・サ差別化
研究開発

海外販売
直接輸出

IT活用
取組と生産性

第3次産業 7割・7割

△小売
△飲食宿泊
○不動産
医療福祉
教育学習

○情報通信
△運輸

卸
他サービス

事業所向け
生産性○

消費者向け
生産性△

取組と生産性

引き上げ策
・説明強化(小売・他サ)
・契約内容透明化(不)
・実績づくり(飲宿)

値上げ難
・市場価格重視
・価格反映・業種差なし
・市場環境(価格競争・
景気低迷・需要減)

★取引環境改善

業務の標準化
業務プロセス見直し

IT・電子商取引

契約書面化
マニュアル
公正な取引

効率改善

改

善

策

顧客評価UP
他社との差別化

付加価値向上

①山一・拓銀ショック
②経済縮小(就職氷河期)
③第3次雇用受け皿(非正規)
④単価↓、第2次との格差

(あ)人材重視
⇕GAP

(現在)労働投入量↓
非正規雇用・単価↓
人的資本の毀損

人材面の課題

or

’91から
開<廃の逆転現象
サのみ開>廃

つまり,労働生産性が低いまま労働
投入量が減。
生産性高める工夫による、従業員
重視・人的資本蓄積策がベター。

つまり,サにおける低生産性・人的
資本蓄積遅れが課題。改善策あり

つまり,外生的ショックや経済構想
変化により中小企業の利益率低
下・倒産増が発生

一般常識と異なる統計の動きに注意
知らないと解けない。

勤続年数↑
スキル↑

社内ノウハウ↑
労働生産性↑

普及・活用状況

中小企業での活用
ソフトウェア蓄積
大(0.7-1.0)>中小(0.2)
メール利用9割
HP開設は低水準

△市場への普及
インターネット9割
ネットショッピング5割

△後ろ向きインパクト
○市場開拓チャンス

課題

活用
効果

投資判断の課題
△事後検証率50%

ボトルネック
IT人材不足

初期投資コスト
IT活用意識の低さ

投資判断基準
費用

必要重分析
投資目的

×失敗要因
IT人材不足

IT活用スキル不足

システム化先行

○成功要因
経営者が積極的

段階的導入

業績面
顧客面

学習面
業務面

○ハードウェア支出
△ソフトウェア支出
△サービス関連支出

業務プロセス効率化
生産性向上

雇用減は1割
→配置転換・時短

マネジメント人材
賃金コスト↑

品質管理の困難

海外製品との競争
為替変動

販売パートナー

課題

○従業員規模
○海外直接投資

○従業員規模
○輸出企業
○特注品

生産性

△製造業46%
○非製造業54%

○製造業・卸売業
△非製造業(情・サ)

サービス輸出

輸出
比率

海外展開企業数
96→06年40%増

中小企業性製品↑
売上高輸出比率↑

中小

海外生産比率32%
全法人ベース18%

02→07年60%増
アジア30

★日本
海外展開輸出入

インド
市場として→自動車
情報通信

ベトナム
生産拠点として

中国の経営リスク
・労働賃金↑
・地場との競争↑
・外資政策変更(税率)

中・印・越

中国(製造)↑
国内販売比率50%超
国内調達比率70%弱

中国(非製造)↑
サービス業規制緩和

○機械関連
△機械以外
△非製造業

○関東中部近畿

景況感
01→06減→07増

△建設業
宮崎・長崎↑5割

倒産件数比率
大都市>地方

倒産動向

高開廃業率→大都市
低開廃業率→地方

地域別

情報通信↑
医療福祉↑

業種別

7.04.5小規模・個人
事業者数

タウン
ページ

>4.4
→4.8

雇用保険届出
ハローワーク

厚労省

>3.7
→4.1

国税庁統計
±法人登記数

法務省

5年おき調査総務省
★開・廃業率

6.4
開

6.5
廃

中小企業再生
支援協議会
相談14,000
(製造業・本人)

計画完了1,700
(製造業・金融機関)

法的倒産↑
銀行取引停止↓
△小売業・建設業
△小規模事業者

倒産・再生支援

小規模企業数↓
大企業(非正規増加)

中小(正規雇用)

地域経済活性化

小規模企業
意識アンケート

ごむ
じいさん

フナ人間

サザン医院
午後来い

★労働生産性
低い
→米国の7割, G7最下位
伸び率鈍化4.2→2%台

★

地域金融の現状・動向

8-9
4-4.5

8.4
1.5

8.4
2.5

不良比率

↑↓↓中小向け

平均 都銀 地域★

担保提供への依存
保証提供8割

半分が担・保付→7割

地域密着金融
創業・新事業支援
経営相談・支援

スコアリングモデル
シンジケートローン

調達多様化

ステークホルダー
代表者中心
→株主中心

情報開示負担
開示・ガバナンス

回復増加→弱含み
預貸率

貸出
残高

拒絶率
→低下・横ばい(改善)
エクイティファイナンス
自己資本→同族7割
擬似資本→あり5割

調達
環境

小(>20人)→借入5割
中小6割→県内メイン
金→地域内競合

調達
構造

取組・きっかけ・成果
問題点・仲介者・人材

事業連携活動
○製造・サービス

△卸売・小売
問題点→時間・相手

実績
33,000件(中小2割)

中→連携5.2%(製造1割)
大学→中小9割

組合
ニーズ→組合数維持

サービス業・異業種組合↑
製造・小売↓

新連携支援→6割事業化

組合・新連携
現状と課題

産学官連携
★

問題点
連携の重要性
→農商工連携
連携の仲介者

構成比・ウェイト
地域資源10,000→3割
地域団体商標→5割

農林水産資源

コミュニティビジネス
NPO34,000

小規模小売業
年間販売額→2/3
事業所数→2/3

(88→04)

商店街・NPO
G

G

G

G

G
G G

G

G

G

G G

G

G

G
G

G

G

G

G

世界のGDP5.4%↑アジア8,8, 日本2.4

小売・飲食宿泊・他サ
(内需・消費型)

労働
投入量↓

製造・情報通信・卸
(外需・付加価値型)

付加価値
↑

G

124万事業所
133兆円

旅行収支
その他営利
特許料収入

1

2

3
4

5

6

7

8 9

10
11

12

13

14

15

16

G

G

G

G

G

G

G

G
G

G

大>中小
業種別

バラツキ

G G

中小企業基本法基準売上・付加価値・財務指標毎年財務省 法人企業統計年報
従業員100人未満事業所・従業者数・販売額1年おき経産省 商業統計表
従業員300人未満出荷・設投・付加額毎年経産省 工業統計表

中小企業基本法基準事業所・企業数・開廃業率2年おき総務省 事業所・企業統計調査

1
2

4

5

6
7

8

10

11

12

13

14

15

16

17

18 18

3

3

SaaS, ASPガイドライン9

19

大

中小

民間固定資本
輸出

民間消費
公的固定資本

生産誘発係数
G

18

1

3
2

17

5

16

13 14

15

10

6

8
11

12

7
9

4

助成金申請
に有利

7

10

1
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2
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資金供給
1) 資金供給円滑化・自己資本充実

信用保証
信用保険

責任共有80

組合200億
組合員20億

特別貸付
一般貸付
4,800万円

特別貸付

再保険

政府系
融資

担保不要*第三者保証
人不要

4,800万円

担保不要*

社債債務保証
流動資産担保

証券化活用
融資

その他

無・無1250万2億円3,000万円1.5億円取引先倒産

無担保8千万2億円4,000万円3億円金融環境

普通 2億円4.8億円4,800万円7.2億円経営環境

SN保証セーフティネット貸付

資金供給の円滑化・多様化(負債)

中小企業
日本政策金融公庫

国民生活
商工中金 信用保証

協会(52)

セーフティネット
9)環境変化への対応

経営革新・創業 ～新事業活動促進法 経営基盤強化 ～支援促進法・組合法など

1. 中小企業基本法

【【７７】】中小企業政策・リトライ中小企業政策・リトライ

2)事業承継 3)再生支援

4) 新連携支援

5)創業・ベンチャー支援

6)経営革新の支援

7)ものづくり支援

8)経営基盤の強化

10)小規模企業対策

事業継続ファンド

事業承継支援C
103箇所

経営承継円滑化法
経済産業大臣認定

別枠保証・政府系融資
相続税猶予80%

贈与税猶予100%

施策
後継者不足

資金調達困難
相続税負担

事業承継難

企業再生貸付制度
事業再生支援

アーリー/レイターDIP
資金繰り円滑化借換

事業再生保証

再生支援指針
再生支援協議会
再生支援ファンド

再生資金産活再生特措法

創業 新連携経営革新 技術革新 地域

★中小企業新事業活動促進法→5つの支援

事業の要件
新事業活動

事業性・実用性
計画期間3-5年

連携対象
コア中小企業

2社以上異分野

役割分担・責任体制

新連携支援

事業化
☆計画実施

経済産業局
申請・認定

☆計画作り込み
連携体構築

手続きフロー

IPA債務保証
投資育成㈱
新連携融資
高度化融資

信用保証特例
設備投資減税

特許料減免措置

新連携対策補助金
認定→認定→2/32/3補助補助

連携体構築支援
事業化・市場化支援

新連携支援
地域戦略会議

本会議
事務局

新連携事業評価委員会

支援策技術革新制度
研究開発予算配分
段階的競争選抜

開発成果を事業化

新事業支援体制
地域プラットフォーム

総合的支援

特定補助金等
支出目標額
多様な技術開発

開拓促進出資 1/2
ベンチャーF出資

創業→キャピタルgain
がんばれ中小F

新事業→インカムgain

新創業融資
事業計画→1,000万円
雇用・妥当性・2期以内
1/3の自己資金、運転5
年・設備7年・据置6月

資金面の支援

中小企業総合展

ベンチャープラザ
ベンチャーフェア

承認→各種施策利用可

申請→都道府県知事等

(中)経営革新計画作成
(国)基本方針
手続きフロー

高度化融資貸付・高度化融資融資

½減免特許料等

投育㈱投資直接金融

別枠化・限度額↑別枠化・限度額↑信用保証

事業所税×設備投資減税税制

業績悪化業種の
商工組合等

個別企業・組合
任意グループ

経営強化計画経営革新計画

OII-営外費OI+人+減償

3
4
5

9
12
15

経常利益付加価値額

数値目標・伸び率

Small
Business
Innovation
Research

戦略的基盤技術高度化
→助成金(45百万円)

信用保険法特例
投資育成㈱特例
特許料等特例

日本政策金融公庫

(中)研究開発計画作成

申請→経産大臣

支援措置
川上川下ネットワーク

構築支援
ものづくり人材育成
×技術継承支援

環境整備
ものづくり基盤技術高度化指針

and

独立した中小企業
の多様で活力ある

成長発展

基本
理念

企業像 二重構造の弱者
→ダイナミズム源泉

中小企業基本法

市場競争
イノベーション

就業機会
地域発展

セーフティ
ネット

経営基盤
強化

経営革新
創業促進

資金供給円滑化
自己資本充実

中小企業関連税制

欠損金繰越
中小企業投資促進

エンジェル・人材投資

交際費課税緩和
400万円×90%

法人税軽減
中小法人(資<1億円)

→800万円×18%(△12)

青色申告制度
会計ルール浸透
特典⇔白色申告

特別控除65万円
専従者給与控除)

中小企業投資育成㈱

投資事業有限責任組合

資金供給(自己資本)
経営の革新

創造的事業活動
経営資源

中小企業白書§11

用語の定義

※中小企業・小規模企業
定量定義

中小小売商業振興法
派遣事業→アドバイザー

流通業務総合効率化事業

中心市街地活性化法
スキーム

活性化支援事業
活性化基本計画(市町村)

活性化協議会
戦略的中心市街地活支援

認定→認定→2/32/3補助補助 中小企業地域資源
活用プログラム

活用売れる商品づくり
認定→認定→2/32/3補助補助

(認なし↓)
販路開拓支援事業1/21/2

市場志向型hands on支援
活用企業化コーディネイト

地域中小企業応援ファンド
スタートアップ応援(融資)
チャレンジ企業応援(出資)

JAPANブランド

農商工等連携事業計画
事業計画⇔事業支援計画

認定→認定→2/32/3補助補助
(認なし↓)

地域力連携拠点事業
(小)新事業全国展開支援

中小企業退職金共済
基盤人材確保助成金

下請かけこみ寺

下請中小企業振興法
振興事業計画

(県)下請企業振興協会

親事業者・禁止行為

下請代金支払遅延等防止法
親事業者⇔下請事業者

製造) ↑↓ 3億, 10百万円
役務)↑↓50百万,10百万円

親事業者・義務
発注書面 直ちに交付
支払期日 60日以内

書類保存 2年間
遅延利息 14.6%(60日以降)

禁止行為

設備導入資金助成法
小規模事業者支援促進法

下請中小企業振興法地域資源活用促進法中小小売商業活性化法団体の組織に関する法律
中小企業等協同組合法

②連携・共同化
中小企業支援促進法
①経営資源確保

農商工等連携促進法
⑤⑥地域活性化

中心市街地活性化法
③集積活性化

下請代金支払遅延等防止法中小企業労働力確保法
⑧取引適正化⑦労働対策

活路開拓調査実現化事業

商店街振興組合法
2,700

団体組織に関する法律
協業組合1,200
商工組合1,500

中小企業協同組合法
事業協同組合38,000

企業組合2,500

連携

高度化事業
診断と融資の一体化支援

助言&診断

都道府県が強く関与
A方式・B方式

高度化

新現役チャレンジ
IT化支援

特許制度の利用
特許流通アドバイザー
特許流通データベース

技術基盤の整備
知財駆け込み寺

テクノナレッジネットワーク
地域イノベーション創出

研究開発事業
中小企業海外展開支援

中小企業支援法
中小企業支援センター

(地域・都道府県)
中小企業基盤整備機構
中小企業大学校(9校)

経営安定対策
セーフティネット貸付
セーフティネット保証
経営セーフティ共済

セーフティネット

経営改善普及事業9 ソフト

基盤施設事業3 ハード

連携事業
小規模事業者支援促進法
JAPANブランド戦略展開支援

商工会・3年

商工会・商工会議所

小規模企業共済制度
経営改善資金融資制度

(マル経融資)

～設備導入資金助成法
設備資金貸付

無利子4,000万円(1/2)
設備貸与(割賦・リース)
低利6,000万円(3,000)

新規創業個人
5年以内中小企業

実務に即した
指導支援

Project
Manager

都道府県
支援センタ

きめ細かな
相談

創業・経営革
新支援

Coordinator企画立案

中企基盤
整備機構

地域
支援センタ

事業化支援
特例措置×5

コア企業
→助成金もらう→
中小企業のみ
計画3～5年
返済10年

モノorサービス
×生産/ 販売

or 提供
中小企業の資本金
定義とセットで

㈱×㈱○㈱○㈱○

振興組合法団体組織に関する法律協同組合法
1,5001,4002,50038,000

4人
統合しちゃう
協業組合

4人
簡易な会社
企業組合

4人
業界団体
商工組合

30人・7人4人
一緒にやる

事業協同組合 商店街振興

経営安定対策
災害対策

事業分野の調整

経営改善普及事業
(by商工会)を後押し

掛金の10倍まで、無利子
実質手数料1%

国：基本方針
市町村：基本計画
内閣：認定↑
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31

32

99年改正以前の
基本法の基本施策
ウェイト下がったが
やはり大事。

議決権比例制

県or国

20

21

22
23

24

25

26 27

28

29

30

31

32

33

34
35

35

21

20

20

33

個人事業者OK
同地区営業1年
経営被指導6月

他社既存
でもOK

じききょうしょう
(県)基本構想

承認→

申請→都道府県知事等
承認→国の地方支局

(中)活用事業計画作成

(国)基本方針
手続きフロー

地域資源
産地技術

農林水産品
観光資源
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35

36
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33

34
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31
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32
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30
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28

29

37

32

35

26
26

25

31

22 22

27

27

23

33

25

34

36

民法特例

施策の
認定

位置づけ
関連性

→要整理

直

定義も
押さえる！

必ず取れる 直試験直前に
数字をカバー

直
数字きっちり

押さえる

3点セット
誰が・誰に・補助率

早慶審議地

毒虫多活性

共済～タイコさん

内容そのものより
スキームが出る


